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＜要旨＞ 

災害時のソーシャルメディアの有効活用を検討する上では、人々がツイッター情報を信

頼性・対応行動を取る際の心理的メカニズムを把握することが重要である。本研究では、

ツイッター利用者 580 人を対象に質問紙実験を実施し、情報源・行動コストがツイートへ

の対応意図・信頼に及ぼす効果を検証した。マスメディアのツイートは友人・専門家等の

個人のツイートより高く信頼され、ツイートの指示に対応した行動を取りやすい傾向が見

られた。ただし、ツイートが高コストの行動を求める場合は、低コストの行動を求める場

合と比較して、個人のツイートへの信頼が低くなり、マスメディアのツイートが高く信頼

された。当該結果は、ツイートに対する読み手の信頼が、ツイートの内容や情報源だけで

なく、読み手が認知する行動コストの高低によって変化する可能性を示唆している。 
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１．問題 

 本研究の目的は、災害時に人々がツイッター情報を信頼し行動する心理的メカニズムを

検討することである。近年、災害時の情報源としてツイッターをはじめとするソーシャル

メディアへの注目が高まる一方で、ソーシャルメディア上の流言への対策の必要性も高ま

っている。2011 年 3 月 11 日の東日本大震災では、コスモ石油の爆発に伴って流布した「有

害物質の雨」の流言（コスモ石油流言）など、様々な流言がツイッター上で広がったと指

摘されている（荻上, 2011、総務省, 2011 等）。災害時のソーシャルメディア活用を進める

上で、人々が災害時にツイッターで接した情報をどのように信頼し行動の手がかりにする

か把握することが必要であろう。 

 先行研究では流言の伝達行動に情報源の信憑性が影響すると指摘されており（DiFonzo & 

Bordia, 2007 等）、流言に起因する行動にも情報源の信憑性が関連すると予想される。

Thomson, R. et al.(2011)によれば、原発事故後の福島関連のツイートでは、マスメディア

のツイートが最もよく引用・転送されており、マスメディアのツイートの方が個人のツイ

ートよりも信憑性が高く、人々の行動に影響しやすいと考えられる。 

 また、ツイートが人々に求める行動（有害物質の雨に触れないよう傘を持ち歩け、放射

能を避けるため東京から避難しろ、等）のコストが高くなるほど、それらを行動に移す可

能性は低くなるであろう。さらに、情報源と行動コストの交互作用効果も考えられる。震

災後の各情報源に対する信頼度の変化を調べた総務省(2012)によれば、テレビ等の既存メデ

ィアはネット系情報源（ブログ・ソーシャルメディア）と比較して震災後に信頼度の上昇

度合いが 10~20 ポイント高くなっていた。重大な情報の場合には既存メディアへの信頼度

が高くなるとすれば、ツイッターが求める行動コストが高いほど、読み手に重大な内容と

判断され、よりマスメディアのツイートが信頼されると考えられる。 

以上の考察を、実験調査での操作仮説へ整理したものが、以下である。 

・仮説 1 マスメディアのツイートの方が、個人のツイートよりも高く信頼される 

・仮説 2 マスメディアのツイートの方が、個人のツイートよりも人々の行動意図を高める 

・仮説 3 低コストの行動を求めるツイートの方が、高コストの行動を求めるツイートより

も人々の行動意図を高める 

・仮説 4 ツイートが高コストの行動を求める場合は、低コストの行動を求める場合と比べ、

マスメディアのツイートへの信頼と個人のツイートへの信頼の差が大きくなる。 

 

２．方法 

２．１ 実験対象者 

ネット調査会社のモニターを対象とし、予備設問で平日 1 日 1 回以上ツイッターを見て

いると回答した者に本調査に回答させた。調査対象者数は 580 名であり、性×年齢層（10、

20、30、40 代）の 8 セルの人数がほぼ均等になるように割り当てた（男性 250 名・女性

250 名、平均年齢：30.5 歳）。 



 

２．２ 独立変数 

 2（情報源：マスメディア・個人）×2（行動コスト：高・低）の 2 要因被験者間計画で

ある。 

 

２．３ 手続き 

 場面想定法による質問紙実験を実施した。調査対象者には、自宅で地震に遭遇した直後

に目にしたツイートで、余震に備えて物品を用意するよう指示される場面を文章で提示し

た。情報源（ツイッターユーザー）の種類は「NHK ニュース」「友達」「他の人」「有名人

（津田大介）」「専門家（東京大学の地震学教授）」の 5 通り(1)、物品は「最低 3 日分の水・

非常食」（高行動コスト条件）、「懐中電灯」（低行動コスト条件）の 2 通り、計 10 通りの調

査票を用意した（表 1）。10 通りの調査票に対してそれぞれ性×年齢層の 8 セルから 7~8

名、計 58 名に回答させた。 

 

表 1 場面提示の例 

あなたが深夜、家にいたところ、急に家具が大きく揺れはじめ、食器や本が落ちてきま

した。しばらくじっとしていると、揺れはおさまりました。あなたはテレビをつけようと

しましたが、どこかが故障したのか、映りません。ツイッターをチェックすると、次のツ

イートを目にしました。 

 ！nhk_news 数日中に、さらに大規模な余震が起こると予想されます@‏」

 震災に備えて最低 3 日分の水・非常食を用意してください #nhk_news」 

（注 @nhk_news は、NHK ニュースのユーザー名です。あなたはツイッターで NHK ニ

ュースをフォローしていたとお考えください） 

 あなたの家には水・非常食はありません。 

 

２．４ 従属変数 

 ツイートへの対応意図は、場面提示のツイートで指示された物品を購入する意図を「1.

確実にする」から「7.確実にしない」までの 7 件法で回答させた。また、ツイートへの信頼

については、ツイートを読んだ後に「数日中に、さらに大規模な余震」がどの程度起こりそうだと

思うかを、「1．確実に起こる」から「7．確実に起きない」までの7件法で回答させた。なお、本研究で

の「信頼」の定義は、荒井（2006）の議論を参考に、ツイートで表明された情報が実際に起こると信

じる主観的確率としている。 

 

２．５ 操作チェック 

 操作チェックは、場面提示のツイートで指示された物品の購入について、行動コストが

どの程度あるかを「1.非常に大変」から「7.まったく大変ではない」の 7 件法で回答させた。 



 

 

３．結果 

３．１ 場面操作の有効性チェック 

 行動コストの回答を 7~1 点と得点化し、条件間で t 検定を行ったところ、高コスト場面

（M=4.26）、低コスト場面（M=3.67）の間に有意な差がみられ、行動コスト操作の有効性

が確認された（t=-4.602, df=578, p<0.001）。 

 

３．２ 情報源・行動コストの効果 

ツイートへの対応意図、信頼を従属変数として、2（情報源）×2（行動コスト）の 2 要

因の分散分析を行った。情報源はマスメディアでは「NHK ニュース」、個人情報源では「友

達」「他の人」「有名人」「専門家」から 1 種類を選び、個人情報源の種類を変えて分散分析

を 4 回実施した。 

その結果、ツイートへの対応意図に対しては、情報源別の主効果が認められたが、行動

コストの主効果、交互作用効果は認められなかった。 

信頼に対しては、全ての組み合わせで情報源別の主効果が認められ、行動コストの主効

果は認められなかった。情報源と行動コストの交互作用効果は、情報源が「NHK ニュース」

「友人」の場合に有意であった（F(1, 228)=4.821, p＜.05）（図 1）。つまり、ツイートが低

コストの行動を求める場合は、情報源の種類の違いによるツイート情報への信頼の差は見

られないが、ツイートが高コスト行動を求める場合は、「NHK ニュース」によるツイート

情報が「友人」より信頼されていた。 

 

 

図 1 各条件におけるツイートへの信頼の平均値 
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 「有名人」（F(1, 228)=3.840, p=.051）、「専門家」（F(1, 228)=3.516, p=.062）の場合も同

様の交互作用効果の有意傾向が認められたが、「他の人」の場合は交互作用効果が認められ

なかった（F(1, 228)=1.387, n.s.）。 

 

４．考察 

 本研究では質問紙実験で地震が発生した直後の場面を提示し、ツイートへの対応意図・

信頼に対する情報源・行動コストの影響を検証した。個人のツイートよりもマスメディア

のツイートの方が対応意図、信頼が高かったことから、仮説 1・仮説 2 はともに支持された。

一方、ツイートが求める行動コストによる、対応意図・信頼への効果は認められず、仮説 3

は棄却された。また、ツイートへの信頼に対する情報源と行動コストの交互作用効果が一

部で認められ、仮説 4 は部分的に支持された。 

 このことは災害時に、マスメディアがツイッターなどのソーシャルメディアで情報発信

を行うことにより、人々に状況を認識させ必要な行動を促す上で有効な役割を果たしうる

ことを示唆している。また、ツイートへの信頼が行動コストによって変化していることは、

同じ情報源から発信された同内容の情報でも、受け手へのコストの高低により信頼度が変

化することを示唆している。 

 

 (1)野村総合研究所（2011）「震災に伴うメディア接触動向に関する調査」を参考に、最も重視

されている情報源である「NHK ニュース」をマスメディアの典型例として選択した。個人につ

いては、東日本大震災時にツイッターの有名人や原子力の専門家等が活発に情報発信を行ったこ

とを受けて、「有名人」の（質問紙では「津田大介」と提示）、「専門家」（同「東京大学の地震学

の教授」）、一般的な個人ユーザーとして「友人」「他の人」の計 4 種類を設定した。 
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